
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010301040101 事務事業名 消防水利整備事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

### 基本事業名 01 防災関連施設の整備 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H 18 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 消防施設費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

耐震性貯水槽４０ｔ槽設置数及び簡易１０ｔ槽設置数 基 0 4 0 4 4

防火水槽及び消火栓等の改修数 基 16 16 20 16 16

防火水槽撤去数 基 3 1 0 1 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 霧島市人口 人 126,773 129,360 126,834 129,679 120,000

消防職員 霧島市消防職員数 人 181 181 180 181 181

消防団員 霧島市消防団員数 人 1,180 1,169 1,179 1,169 1,198

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

現有水槽数 基 843 847 842 851 851

設置、修繕 箇所 16 16 17 16 16

撤去 基 3 1 0 1 1

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

必要な施設や資機材が整う 救急車の整備率 ％ 89 89 89 89 89

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 10,472 0 0 10,772

千円 0 0 0 0 0

千円 0 11,000 0 0 11,600

千円 0 0 0 0 0

千円 8,601 7,828 6,655 7,090 7,718

千円 8,601 29,300 6,655 7,090 30,090

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 8,601 29,300 6,655 7,090 30,090

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

消防法第20条

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　国庫補助対象である耐震性貯水槽４０㎥型（防火水槽）を設置。また、耐震性貯水槽４０㎥型を設置できない地域（工事用大型車の進入困難場所
、用地問題等）においては簡易の10ｔ槽（移動可能）を設置し、市の消防に必要な水利（消防水利）を確保する。
　その他、既存の防火水槽の撤去や修繕を必要に応じて行っている。
【耐震性貯水槽】・・・・強度が強く、震度７程度の地震に耐えられ、防火用水としての機能だけでなく、生活用水（飲料水を含まない）としても有効な
水槽である。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
確実な水利を確保することで市民に安
心感を与える。

イ
早期消火により、被害を最小限に止め
ることができる。

ウ
安全確実な水利の確保により、消火活
動を円滑にすることができる

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

消防法（昭和23年）消防水利の基準を定めたこ
とによる。市民の防災意識が高まる中、耐震性
貯水槽（防火水槽）設置の必要性、要望は高ま
ってきており、耐震性貯水槽については国庫補
助金を申請し関係機関と協議のうえ、設置して
いる。その他、民有地にある既存の防火水槽の
撤去も協議の上実施している。防火水槽の設置
時と現在の環境の変化が撤去要望へとつなが
っているものと思われる。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　１　耐震性貯水槽　設置無し

　２　簡易１０ｔ槽　設置無し

　３　防火水槽修繕

平成２７年度については耐震性貯水槽（４０ｔ槽）を設置予定であったが国
庫補助がつかず設置出来なかった。



0109010301040101 消防水利整備事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
自然水利（河川等）のない地域の火災に備えるため、消火に必要
な安全確実な水利を設置、確保することは、消火活動が円滑にな
り人命、財産を守ることにつながり消火活動に威力を発揮すること
は事業の意図に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防法第２０条（消防に必要な水利施設は、当該市町村がこれを
設置、維持し及び管理するものとする。）により、市が行う義務があ
り、市が本事務事業を行なうことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
霧島市の消防水利設置基準に対して現在は半分にも満たないた
め、今後も財源が許す限り設置を進めていく予定であり水利を設
置することによって成果が向上する余地はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
火災時に消防職員、消防団員の消火活動が困難になることは元
より水利が無いことにより、市民の生命、財産を守れず被害が拡大
することが予想され影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

耐震性貯水槽については、二次製品（工場でほぼ完成しているも
のを設置現場に運び込み据え付けるもの）を地下に埋め込む工法
である。現場状況で工事費も違い、国庫補助金利用の関係もあり
、削減は難しい状況にある。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

耐震性貯水槽の事業費の約半分は国の補助金で、残額は起債
で対応しているので事務は正規職員でなければならず、これ以上
の効率化や削減は図れない状況にある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

地域住民、または各消防署所等からの要望で市内全地域を設置
対象にしている。全市民の生命・財産を火災から守るための事業
であり公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

昨年度は、耐震性貯水槽（40ｔ槽）については工事に必要な国庫補助金が採択にならず設置出来なかった。今年度は耐震性貯
水槽については国庫補助の採択次第にもよるが、４基、他10ｔ槽については1基を設置する計画である。その他、現在設置してあ
る既存の防火水槽の修理に予算を考慮しながら対応していきたい。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

今後も耐震性貯水槽（40ｔ槽、国庫補助の採択次第にもよる）、10ｔ槽について出来るだけ設置要望に応えていきたい。その他、既
存の防火水槽の修理に予算を考慮しながら対応していきたい。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010301040101 消防水利整備事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 1,655 1,060 1,060

48 80 80

0 0

0 0

0 0

0 0

1,607 980 980

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0 1,000

15 0 0 22,000

16 0 1,030 1,030

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 5,000 5,000 5,000

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

6,655 7,090 30,090

0 0 10,772

0 0

0 0 11,600

0 0

6,655 7,090 7,718

計 6,655 7,090 30,090

当初予算 29,300 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 20,839 0

▲ 20,839 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 1,161 0

予算合計 7,300 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010201040101 事務事業名 消防団施設管理事業（非常備消防費）
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

### 基本事業名 01 防災関連施設の整備 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H18 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 非常備消防費 根拠法令・条例等 消防組織法

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

消防団詰所数 戸 76 76 76 76 76

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団詰所・消防機材

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 3 10 7 10 0

千円 5,546 6,147 4,620 5,251 5,261

千円 5,549 6,157 4,627 5,261 5,261

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 5,549 6,157 4,627 5,261 5,261

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

市内消防団の全７方面隊の既存の消防団詰所等の維持管理に関する事務を行なう。（消防拠点施設使用料、光熱水費、消防資機材修理（小型ポ
ンプ等）、詰所トイレ汲み取り手数料、浄化槽保守検査手数料、建物保険料、各方面隊詰所無線サイレン保守点検、原材料費等）
資機材の修理が発生した場合はその都度各分団、部からの報告を受けて確認し、故障の内容に応じて業者に修理依頼している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
施設の管理、消防機材（小型ポンプ等
）の修繕

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
施設（詰所、トイレ等）の保守管理、資機材の
修繕を行うことで、迅早な消火活動が行える。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

昭和22年に消防組織法が施行され、それに伴
い自治体消防制度が発足したことにより開始さ
れた。消防団施設（詰所、トイレ等）については
通常より保守管理（浄化槽等）、汲み取り等を行
なっている。他に資機材（小型ポンプ等）の故障
等については、その都度修理を行ない迅速、安
全確実な消火活動が出来るように通常から備え
ている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

１．光熱水費　　　　　　3,505千円
２．修繕料        　　　　　325千円
３．手数料          　　　　　93千円　
４．保険料        　　　　　245千円
５．委託料     　　　　 　　394千円
６．原材料費      　　 　　　65千円

　　合計　　　             4,627 千円

消防団施設（詰所等）の維持管理、保守点検を行なうことにより火災、災
害、年末警戒等の詰所、消防団車両の保管場所としての機能を発揮出
来た。なお資機材（小型ポンプ等）の故障に伴う修理を行ない火災時の
安定した現場活動に備えることが出来た。



0109010201040101 消防団施設管理事業（非常備消防費）
副市長

消防本部警防課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

詰所の維持管理（清掃等）は、通常から消防団の各分団、部が行
なっている。資機材（ポンプ等）修理は経年劣化や現場活動による
ものが主で防げない現状にある。修理については専門業者に依
頼しているが修理内容に応じて修理費用も違うためこれ以上の削
減は厳しい状況にある。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

詰所の保守点検（専門業務）等については職員では出来ないた
め業者に職員が委託している。資機材修繕についても専門業者
に職員が依頼しておりこれ以上の効率化や削減はできない状況
にある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成28年度も消防団施設（詰所等）については計画的に保守点検し、資機材（小型ポンプ等）の故障等についても修理する予定
である。消防団についても、施設、資機材の通常の維持管理、点検を今後より一層徹底していただき、修理費用を減らせるように
努力していきたい。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

消防団施設（詰所等）、資機材については、いつ起こるかわからない火災、災害に備えて万全の状態で保つ必要がある。今後も
計画的に保守点検し、資機材（小型ポンプ等）の故障等についても修理し対応していきたい。消防団には施設、資機材の通常の
維持管理、整備点検の徹底を周知していきたい。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010201040101 消防団施設管理事業（非常備消防費）
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 3,830 4,475 4,475

0 0

0 0

0 0

0 0

3,505 3,495 3,495

325 980 980

0 0

0 0

0 0

12 338 358 358

0 0

0 0

93 100 100

245 258 258

13 394 348 348

14 0 0

15 0 0

16 65 80 80

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

4,627 5,261 5,261

0 0

0 0

0 0

7 10

4,620 5,251 5,261

計 4,627 5,261 5,261

当初予算 6,157 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 消防拠点施設使用料 7

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 6,157 0

0

0

0

0

合　計 7

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010201040102 事務事業名 消防団車両管理事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

### 基本事業名 01 防災関連施設の整備 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H18 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 非常備消防費 根拠法令・条例等 消防組織法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

車検入札実施回数 回 7 7 7 7 7

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団車両 車検対象車両 台 37 44 44 44 47

消防団車両 一般修繕 回 28 40 23 40 40

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

％ 100 100 100 100 100

％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

必要な施設や資機材が整う 救急車の整備率 ％ 89 89 89 89 89

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 6,152 8,950 7,006 8,609 9,100

千円 6,152 8,950 7,006 8,609 9,100

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 6,152 8,950 7,006 8,609 9,100

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　市内の既存の消防団車両の維持管理（燃料費、修繕料「一般修繕費、車検整備費」、自動車損害共済基金分担金、任意保険料、自賠責保険料
及び重量税の支払い）に関する事務を行う。
　燃料費は、霧島市燃料単価表の単価に基づいて算定する。
　消防団車両（緊急車両）は２年ごとに車検になるので、各方面隊ごとに、車検満了となる消防車両一台一台について指名競争入札を行って請負
業者を決定している。車検終了後、車検にかかる費用、保険料、重量税の請求書が業者から提出された後、支払いを行う。車検整備の時点で追加
整備を行う場合は、業者から連絡をもらいその必要性を確認し追加整備をする。
　消防団の通常点検で車両に不都合が生じた場合は、その都度連絡をもらい確認する。その後業者へ修繕を依頼する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
消防団車両の徹底した維持管理を行
い、災害に備える。

車検対象車両数に対する車検を受けた車両
数の割合

イ
消防団車両の徹底した維持管理を行
い、災害に備える。

一般修繕の必要な車両数に対する一般修繕
を施した車両数の割合

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

昭和２２年に消防組織法が施行され、それに伴
い自治体消防制度が発足したことにより開始さ
れた。
消防団車両については火災や災害出動時に影
響がないように通常より各消防団の分団、部で
点検整備しており、故障等についてはその都度
、市で修理を行ない火災、災害など緊急出動等
に備えている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

１　燃料費　　　　　　 　　　　　　　　854千円
２　一般修理費  　　　 　　　　　　　798千円
３　車検整備費  　　　 　　　　　　2,096千円
３　通信運搬費　　　　　　　　　　　　75千円
４　手数料　　　　　　　　　　　　　　　１１千円
４　任意・自賠責保険料  　　　  1,627千円
５　委託料　　　　　　　　　　　　　　　22千円
５　重量税  　　　　　　　　　　　　 1,52３千円　

    合計　　  　　　　　　　　　　７，００６千円

消防団の各分団、部で消防団車両の点検、維持管理を行なった。その
他、市で車検を計画的に行い、故障等による修理を行なう事によって火
災、災害時の緊急時に停滞することなく出動し消防の機動力を発揮出来
た。



0109010201040102 消防団車両管理事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
消防組織法第一条、第十八条、第十九条に基づく消防団の設置
に伴い、団員が火災、災害現場に駆けつけ消火、災害活動する
に必要不可欠な消防団車両の維持管理を行い火災、災害時に停
滞なく出動出来るように備えることは、事業の意図に結びついてい
る。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防団車両は団運営、団活動に欠かせないものであり、維持管理
には予算が伴うため、市が本事務事業を行なうことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
車両の修繕は、経年劣化による不可避的なものがほとんどである
。いつ起こるかわからない火災や災害出動に備えて万全の状態で
保たないといけないため通常から消防団による整備点検を行って
いる。故障が発生したらその都度確認し、市で修理等を行ってい
る。このようなことから向上する余地はほとんどない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
消防団車両の点検、修理整備、車検が出来ないと、活動時に消
防団車両を使用することができず火災、災害時に災害活動に影響
がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

車両の維持管理については通常から消防団が行っているが、維
持管理を徹底し修繕を減らすようにしている。経年劣化や突発的
な故障などは防げない現状にあり、現在でも必要最小限の予算で
あるため削減できない。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

車両の車検入札、修理等の業者依頼は職員が実施しており、車
検、修繕等は業者に依頼している。このようなことから必要不可欠
な経費であり削減できない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内の全消防団車両を対象とし、定期的に対象方面隊管内毎に
車検入札を実施し維持管理を行なっており公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成28年度も消防団車両については計画的に車検を実施予定である。通常の維持管理、点検については今後も昨年以上に各
分団、部で徹底していただき、少しでも修繕を減らしていきたい。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

消防団車両はいつ起こるかわからない火災や災害出動に備えて通常も万全の状態で保つ必要があるため、今後も車検を定期的
に実施する。又、消防団員による車両維持管理、点検を周知徹底し、修繕整備を減らせるように努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010201040102 消防団車両管理事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 3,749 5,680 5,800

0 0

855 1,580 1,600

0 0

0 0

0 0

2,894 4,100 4,200

0 0

0 0

0 0

12 1,712 1,584 1,600

75 0

0 0

10 0

1,627 1,584 1,600

13 22 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 1,523 1,345 1,700

28 0 0

7,006 8,609 9,100

0 0

0 0

0 0

0 0

7,006 8,609 9,100

計 7,006 8,609 9,100

当初予算 8,950 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 138 0

予算合計 9,088 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010301040102 事務事業名 消防団施設管理事業（消防施設費）
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

### 基本事業名 01 防災関連施設の整備 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H18 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 消防施設費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

消防団詰所数 戸 76 76 76 76 76

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団詰所

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

施設の維持管理

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 2,229 1,749 466 1,749 1,749

千円 2,229 1,749 466 1,749 1,749

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 2,229 1,749 466 1,749 1,749

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

消防法第20条

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

市内消防団の全７方面隊の既設の消防団施設、詰所等に関する修繕、詰所土地使用料（国有地等）、公有財産購入関係（詰所用地等）、備品購
入（詰所用）に関する事務を行う。詰所の修理が発生した場合は、その都度各分団、部から連絡をいただき現場を確認し対応している。修理内容に
応じて業者に依頼している。その他、詰所の畳表替えについても各分団、部からの要望等に応じて協議し対応している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
消防詰所として消防車両の保管、災害、警戒
等の拠点として活用することができる。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

昭和22年に消防組織法が施行され、それに伴
い自治体消防制度が発足したことにより開始さ
れた。消防団施設（詰所関係）の修繕他、施設
管理事務を行っている。
近年は施設の経年劣化による修繕要望が多く
なっているが緊急性、予算に応じて対応してい
る。 投

入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

１．修繕料　　　　　　　　　　　　　 　418千円
２．使用料及び賃借料        　　　　48千円
　　合計　　　　　　　　　　             466千円

消防団詰所関係の修繕、施設管理に関わる必要な業務を行なう事により
、各分団、部の火災、災害、年末警戒時などの詰所としての機能を存続
させることが出来た。



0109010301040102 消防団施設管理事業（消防施設費）
副市長

消防本部警防課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

詰所の修理については経年劣化や自然災害による修理が発生す
る事は防げない現状にあり、今後も増加することが予想される。ま
た修理内容に応じて費用も違うためこれ以上は事業費の削減はき
びしい現状にある。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

詰所の修理については各分団、部からの連絡を受けて職員で現
場を確認し対応している。経年劣化や自然災害による修理がほと
んどで修理内容に応じて職員で業者に依頼している現状にある。
このためこれ以上の効率化や削減は難しい現状にある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成28年度も消防団詰所の修理については、経年劣化や自然災害による修理など避けられないものであり、必要に応じて行なう
予定である。昨年同様に、詰所畳の表替えについても各分団からの要望などに現状確認し予算に応じて対応していきたい。今後
も消防団へ詰所の維持管理を徹底していただき少しでも修繕料の削減を図っていきたい。。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

今後も消防団詰所としての機能を発揮出来るように各分団、部で維持管理を行なっていただき修理についても、緊急性、予算等
を考慮しながら必要に応じて行なっていきたい。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010301040102 消防団施設管理事業（消防施設費）
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 418 1,700 1,700

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

418 1,700 1,700

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 48 49 49

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

466 1,749 1,749

0 0

0 0

0 0

0 0

466 1,749 1,749

計 466 1,749 1,749

当初予算 1,749 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 1,749 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010301040103 事務事業名 消防団車両更新事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

### 基本事業名 01 防災関連施設の整備 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 消防施設費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

消防団車両の更新台数 台 7 4 4 4 8

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団車両 台 7 4 4 4 8

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

更新率 ％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

必要な施設や資機材が整う 救急車の整備率 ％ 89 89 89 89 89

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 46,200 31,100 30,700 21,300 0

千円 0 0 0 0 0

千円 586 188 300 172 63,672

千円 46,786 31,288 31,000 21,472 63,672

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 46,786 31,288 31,000 21,472 63,672

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

消防団車両は市内の各分団、部ごとに合計９１台配備されている。その全車両を対象にした消防団車両更新計画に基づき、現在は購入から２２年
目を迎える年度に老巧化した消防団車両を更新している。
分団、部に配置されている消防団車両は地域条件等に応じて車種、配備台数が決められている。
（ポンプ車、小型動力ポンプ付積載車、小型動力ポンプ付軽積載車、軽自動車型）
計画に基づき車両を更新することにより車両、積載ポンプの性能が向上し、火災、災害時にはそれまで以上に迅速で、より安定した現場活動を行な
うことが可能となる。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 購入から22年目の車両台数

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
車両の更新を図り機動力の向上を目
指す

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

消防団車両更新計画に基づき、老巧化した車
両を更新することにより積載されているポンプ等
の性能も向上し消火能力も上がる。これにより消
防団員の士気も向上し火災現場等で、より迅速
、安全確実な消火活動が可能になっている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

更新計画により老巧化した車両更新を図った。
・ポンプ車（日当山部）　１台　
・普通積載車（下中津川部）　１台　
・小型ポンプ付軽積載車（高千穂分団）　１台　
・小型ポンプ付軽積載車（永水分団）　１台

　計　４台

定期的に車両更新を図ることで積載されているポンプの性能も上がり、消
防団員の火災、災害活動におけるの士気の向上や、より迅速、安全確実
な消火活動の向上が図られた。



0109010301040103 消防団車両更新事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
定期的に老巧化した消防団車両の更新を行なう事で車両の性能
が向上し、それに伴い積載ポンプの更新も図っている。いつ発生
するかわからない火災災害等で、より安全確実な現場活動を行な
うことが可能になり事業の意図に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防組織法による。地域の安心安全を守るため、また火災、災害
から市民を守るために消防団活動と団車両は、切り離せないもの
であり、市が本事務事業を担うことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
通常は消防団員により消防団車両のメンテナンス（維持管理）を行
なっている。この事業は経年劣化により老巧化した市内の全ての
消防団車両を対象に定期的に更新しているものであり向上余地は
ほとんどない。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
老巧化した消防団車両の更新をしないことにより車両を万全な状
態に保てず、なお故障も頻繁に起きてくると火災や災害出動時に
安定した機動力、消火等が出来なくなり現場活動に支障が出るこ
とが予想され影響がある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

車両の更新後は、長期間使用することになるため、完成度の高い
、信頼された製品が望ましく基準を満たすものでないといけない。
なお消火活動に必要な資機材も積載するため削減は難しい状況
にある。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

車両購入関係事務は、消防局警防課で行なっている。
消防団車両更新は主に国の補助金を利用し行なっている。事務
は職員以外では対応出来ないため、これ以上の削減や効率化は
図れない状況にある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内の全分団、部を対象に計画的に更新しているので公平である
。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成28年度も消防団車を計画に沿って更新予定である。今後も、消防団員が火災現場等でより迅速で安全確実な現場活動が出
来るように車両、積載ポンプ、資機材等の操作訓練をし団員の防火知識、技能の向上を図りたい。
・更新予定車両
　積載車　　 2台（三体分団、富隈分団本町部）
　軽積載車　2台（霧島分団、田口分団）
  合計　　　　４台

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

平成29年度も消防団車両を計画に沿って更新予定である。
・更新予定車両
　ポンプ車　 1台（高千穂分団）
　積載車　　 ６台（福島部、上川部、塚脇部、横川中央第二分団、安良分団、竹子分団）
　軽積載車　１台（日当山部 妙見班）
　合計　　　　８台

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010301040103 消防団車両更新事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 94 109 109

0 0

0 0

33 44 44

61 65 65

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 30,856 21,300 63,500

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 50 63 63

28 0 0

31,000 21,472 63,672

0 0

0 0

30,700 21,300

0 0

300 172 63,672

計 31,000 21,472 63,672

当初予算 31,288 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 244 地方債 緊急防災・減災事業債 30,700

▲ 244 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 31,044 0

0

0

0

0

合　計 30,700

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010301040109 事務事業名 消防団施設整備事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

### 基本事業名 01 防災関連施設の整備 内線番号 4510

会計 一般会計 ■ 単年度のみ

款 09 消防費 ☐

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 消防施設費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 ２次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

整備をした消防団詰所数 戸 12 12 3 10 9

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団詰所

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

必要な施設や資機材が整う。

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 19,600 0 0

千円 0 0 0

千円 13 0 20,011

千円 0 0 19,613 0 20,011

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 19,613 0 20,011

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

老巧化した詰所を建替えることにより、消防団車両、資機材の保管場所は元より、火災、災害、警戒時に現場活動の拠点施設としての詰所の機能
向上を図る。
消防団詰所は市内の各分団、部ごとに合計７６施設が設置されている。その中で特に老巧化が激しく、修繕等で対応できない状態にある詰所を対
象に、優先度をつけて建替えを計画し、実施している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
火災等時の現場活動の拠点施設にな
る

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

市内の消防団詰所は合計７６施設ある。その中
で、特に老巧化し建替えが必要と思われる詰所
について地元分団、部からの要望等を踏まえな
がら建替え（解体、新築）を計画、実施している。
近年、老巧化による幾つかの建替え要望が、各
分団等から上がっている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

老巧化した消防団詰所の建替えを行なった。
・福山第四分団牧之原部詰所　１戸
　事業費　
　手数料　　　　　　　　　　　１１千円
　設計業務委託　　　　１，６２０千円
　工事請負費　　　　　１６，９０２千円
　解体工事請負費　　　１，０８０千円
　合計　　　　　　　　　１９，６１３千円
　

老巧化した詰所を建替えて新築したことにより消防団車両、資機材の保
管場所は元より、火災、災害、警戒時に現場活動の拠点施設としての詰
所の機能を向上させることが出来た。



0109010301040109 消防団施設整備事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

【参考：昨年度の内容】
☐

☐

☐

②

【参考：昨年度の内容】☐

☐

③

【参考：昨年度の内容】
☐

☐

☐

④

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

☐

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

【参考：昨年度の内容】☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局 消防局 馬場　勝芳

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

（２）総　評

現地への建替えが困難であるため、代替地を確保し新たに消防詰所を建築するものである。

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

詰所建替えについては、解体工事が伴い、分団、部の定数、団車
両の台数等を参考に新築面積が決められる。工事費は詰所の立
地条件にも左右される。設計段階でコスト削減に努力している。こ
のようなことから、これ以上の事業費削減は厳しい状況にある。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

本事業費は、工事請負費や委託費の入札等が主な事務であり、
職員が行うべきものを効果的、効率的に行っていることから、これ
以上の削減は図れない状況にある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

隼人方面隊　日当山第一分団　西光寺部の老巧化した消防詰所を建替えることにより、消防団車両、資機材の保管場所は元より
、火災、災害、警戒時に現場活動の拠点施設としての詰所の機能向上を図る。
主な経費：委託料、工事請負費

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010301040109 消防団施設整備事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 11 0 11

0 0

0 0

11 0 11

0 0

13 1,620 0 2,000

14 0 0

15 17,982 0 18,000

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

19,613 0 20,011

0 0

0 0

19,600 0

0 0

13 0 20,011

計 19,613 0 20,011

当初予算 20,000 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 1,548 地方債 緊急防災・減災事業債 19,600

▲ 1,548 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 1,161 0

予算合計 19,613 0

0

0

0

0

合　計 19,600

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010201040301 事務事業名 消防団運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

### 基本事業名 03 防災関係機関・団体等と連携した体制づくり 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ Ｓ 24 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 非常備消防費 根拠法令・条例等 消防組織法・消防法・霧島市消防団設置条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

報酬・費用弁償支給団員数 人 1,180 1,169 1,178 1,169 1,198

会議・研修及び訓練等実施回数 回 106 106 96 110 110

消防団員出動回数 回 34 40 31 40 40

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団員 消防団員数 人 1,180 1,169 1,178 1,169 1,198

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

確保する 新たな消防団員数 人 64 50 40 50 50

資質の向上を図る 訓練・研修の開催数 回 25 25 20 25 25

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

災害に対処できる組織・体制が整う。 ％ 100 100 100 100 100

災害に対処できる組織・体制が整う。 消防団員の充足率 ％ 96 95 95 95 95

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 20,553 29,555 18,838 32,586 0

千円 153,738 167,890 145,697 157,485 200,942

千円 174,291 197,445 164,535 190,071 200,942

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 174,291 197,445 164,535 190,071 200,942

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

消防組織法第二十二条により、消防団員は市町村長の承認を得て消防団長が任命することとなっている。現在、本市には市町村合併前の１市６町
から構成される７方面隊の中に３６分団、５０部、７班の分団、部があり定数は１，２３６人である。
消防団員は、火災や各種災害等の出動要請を受け現場に駆けつけ消火活動や常備消防隊（消防局隊員）の後方支援等を行う。
消防団員は通常より新入団員、機関員研修や、規律訓練、操法訓練、海難、山岳救助等の各種訓練に参加し技能、技術の向上を図っている。
なお年間を通じて各方面隊単位の幹部会、市消防団幹部会等で年間の行事を協議し活動している。
消防団員には出動要請活動中の事故に対する公務災害補償制度、通常の疾病、怪我、事故に対応する福祉共済制度、団員宅の火災に対応する
火災共済制度がある。消防団員へは年報酬、出動に応じた費用弁償が支給される。年報酬は階級別に定められており、団員で49,000円である。費
用弁償は火災・行方不明出動で5,000円、訓練・警戒等で4,000円である。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

ア

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
地域の自主防災組織率
（自主防災組織に加入している世帯／全世
帯数）

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

警防団から消防団へ組織改革されることになり、
各自治体条例の制定等を行い、昭和２４年から
消防団が設置されてる。
その責務は市町村が果たすこととなっている。
近年では市内山間部の人口減、高齢化に伴う
団員不足が生じている地域もある。現在、認知
症の高齢者等の行方不明事案が多く発生して
おり今後は消防団員の捜索出動も多くなること
が予想される。
その他、平成２６年２月に国が行なった消防団
装備と服制の基準の見直しに伴い、今後も予算
に応じ整備し各種研修等の充実を図りたい。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・定期的に各方面隊幹部会（年約６～７回）、分団定例会等の実施。
・各方面隊球技大会（４．５．６月、隔年）
・姶良伊佐支部球技大会（８月）
・山岳救助訓練（９月）、機関員研修（１０月）
・新入団員研修（６．１０月※救命講習）
・文化財防火訓練（１月）霧島神宮、鹿児島神宮
・春秋の火災予防週間中の広報、訓練（１１、３月）
・年末警戒（１２月）、出初式（１月）
・独居老人宅訪問による防火指導（１１、１月　女性消防隊）

火災、災害時に備えて年間を通じて団員を対象に新入団員研修、機関
員研修ほか各種訓練を実施した。春と秋には全国火災予防週間に各方
面隊で訓練日を設けあらゆる火災現場を想定し訓練した。団員の防災意
識、資質、技能の向上が図られた。なお球技大会（隔年実施）を各方面
隊、霧島市、姶良伊佐支部単位で球技大会が行なわれ、消防団員の体
力向上、親睦が図られた。
なお、女性消防隊に国分地区から新たに３名の加入があった。現在も加
入問合せがあり、団員募集の効果が現れた。今後もなおいっそう活動の
幅が広がることが期待される。



0109010201040301 消防団運営事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
消防組織法、市条例により定められている消防団員の確保、資質
の向上を図るために各種研修・訓練を実施し参加させることは、災
害に対処出来る組織・体制が整うことに結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防組織法第一条、第十九条に基づき消防団、消防団員の設置
が義務付けられている。団員の身分取扱については各市町村の
条例で定められており、それに伴う消防団を運営する市が本事務
事業を行なうことは妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
消防団は機能向上のため、常日頃から各種訓練等を実施してい
る。未定数の各分団、部については団員や後援会等で新入団員
の勧誘を図り、市広報紙やホームページ等で団員募集をしている
。現在、女性消防団員の入団推進を図っおり今年度は３名の加入
があり、現在も入団の問合わせがある。今後も定期的に訓練・研修
等を実施し積極的に参加していただくことで機能・資質の向上が
期待できる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
市民の安心安全が第一であり、地元で発生した火災の初期消火、
災害等の初期対応に欠かせない団体である。地元に詳しく、昔か
ら地域での自主防災組織的な役割も努めてきた消防団を廃止、
休止すると大きな影響があると思われる。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

消防団員も地域によっては人口の過疎化・高齢化により減少傾向
にある。昼間における火災等の人員確保も難しい状況にある。消
防団活動は、捜索等、内容に応じて多数の人員が必要になるため
人員確保が第一であることなど、このようなことからも本事業に要す
る経費は、これ以上削減する余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

火災災害等は昼夜を問わず発生し、近年は行方不明者捜索が多
数発生している。捜索には多数の活動人員の確保が必要になる
が、今後も人件費削減に向けて、他の団体と連携し状況に応じた
効率的な捜索をして行きたい。消防団の実質上の指揮は、消防長
、消防署長であり消防職員以外に委託はできないこと等もありこれ
以上の削減や効率化を図ることはできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

霧島市民の安心安全に対する事務事業であり、消防団は市内全
域（７方面隊）に配置されており、市内全域から団員を募集してお
り一部に偏っていないことから公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

今年度も消防団員の資質、技能の向上を図るため各種研修、訓練を実施する予定である。操法大会開催年でもあり、団員の操法
訓練に伴う技能の向上を図りたい。新入団員基礎研修、、機関員研修（救命講習含む）など、より充実した研修、訓練が出来るよう
に努力し防災意識、技能の向上に努めたい。なお消防団装備については平成２７年度に消防団用携帯型デジタル簡易無線機を
各部１基づつ合計９２基購入したが今年度も同型無線機を必要個数購入し消防団の現場での機動力を高めたい。今後も装備の
充実に向けて配備計画に沿って配備できるように努力したい。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

近年の異常気象による集中豪雨、台風、桜島噴火活動等に対応すべく、今後もより充実した消防団員の各種研修、訓練を実施し
、消防団装備の充実についても必要な装備を配備計画に沿って配備できるように努力したい。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010201040301 消防団運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 68,891 71,217 73,718

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 3,427 4,099 4,200

7 0 0

8 16,061 28,887 25,960

9 40,842 46,500 49,000

10 0 0

11 3,444 2,477 4,264

2,725 1,713 3,380

67 100 120

608 600 700

44 64 64

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 125 180 200

125 180 200

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 575 603 600

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 3,234 8,091 15,000

19 27,936 28,017 28,000

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

164,535 190,071 200,942

0 0

0 0

0 0

18,838 32,586

145,697 157,485 200,942

計 164,535 190,071 200,942

当初予算 197,445 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 消防団員退職報償金 15,411

0 その他 雑入 3,427

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 75 0

予算合計 197,370 0

0

0

0

0

合　計 18,838

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010201040302 事務事業名 消防後援会連絡協議会運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

### 基本事業名 03 防災関係機関・団体等と連携した体制づくり 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H 19 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 非常備消防費 根拠法令・条例等 無し

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

後援会として参加した事業数 事業 28 29 14 29 20

消防団員が参加する事業 事業 28 29 14 29 20

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団員 消防団員数 件 1,180 1,169 1,178 1,169 1,198

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

団員が新たに確保される 新入団員数 人 64 50 40 50 50

技能が向上する 各種訓練や操法大会に参加した消防団員 人 1,180 1,169 1,178 1,169 1,198

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

災害に対処できる組織・体制が整う。 ％ 100 100 100 100 100

災害に対処できる組織・体制が整う。 消防団員の充足率 ％ 96 95 95 95 95

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 757 757 757 757 757

千円 757 757 757 757 757

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 757 757 757 757 757

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市消防後援会連絡協議会は、市内の全７方面隊（市内７地区）の消防後援会会長、副会長で組織されている。各地区後援会相互の連絡提携
を密にして、霧島市の消防行政に協力し、霧島市消防団の任務達成において物心両面から消防団員の技能、資質向上、団員募集、勧誘に対する
協力支援している。（消防出初式、消防団操法大会、年末特別警戒等、各方面隊行事の活動を支援する）その協議会の組織運営の事務を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
地域の自主防災組織率（自主防災組織に加
入している世帯／全世帯数）

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成17年11月、旧市町村の合併により霧島市
が誕生したが、消防後援会は旧市町でそれぞ
れ運営されていた。平成19年に旧市町各後援
会の副会長以上による霧島市消防後援会連絡
協議会を発足し、主に市の補助金により運営が
始まる。（７地区の各方面隊後援会長、副会長
で構成）
平成２５年１０月の市行政評価外部評価委員会
で今後は技能や資質向上など更に努力して欲
しい旨意見が出た。現在各種訓練、研修等の充
実に努めており、今後もより充実した後援会活
動等について協議していきたい。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　４月　霧島市消防団総会
　４月～６月各方面隊球技大会（4月福山、5月国分,牧園、6月隼人）
　６月　市消防後援会連絡協議会総会、各方面隊後援会総会(5月～6月
)
　７月　霧島市球技大会
　８月　姶良伊佐支部球技大会
１１月　秋季火災予防運動訓練、広報
１２月　市消防後援会役員会、年末特別警戒
　１月　霧島市消防出初式
　２月　市消防後援会連絡協議会役員会
　３月　春季火災予防運動訓練、広報

霧島市からの助成金757,000円と７方面隊後援会からの一律10,000円の
負担金で運営している。
各地区方面隊の後援会として、霧島市の消防行政に協力し消防団員の
各種訓練、研修など活動が円滑に行なわれる様に支援を行っている。ま
た出初式、年末警戒、各種大会等で各分団、部へ出向き団員への激励
を行っている。高齢化、過疎化等で団員が不足しているので団員募集、
勧誘の協力も行っている。



0109010201040302 消防後援会連絡協議会運営事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市内全地域の消防後援会が物心両面から地域の消防団を後援
することにより、地域での自主防災組織的な役割を担う消防団に
対する理解がより深まり、消防団の活動が円滑に行われる。それ
により火災、災害時に地域の協力が得られ消防団運営、活動が充
実されることは事業の意図に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防団は消防長の所轄下にありこれを後援する組織に市が関与
し本事務事業を行なうことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
後援会は地域に密着しており、消防団の地域における活動など相
互の協力で地域活動に奉仕している。なお定数に満たない分団
の新入団員の勧誘、募集などの役割も務めており、充足率向上や
活動が充実するなど成果が向上する余地はある。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
地域の消防団の支援組織である後援会が無くなると、地域の火災
、災害時の後方支援体制に影響あり、被災者支援や消防団の新
入団員確保など地域での消防団運営における活動低下の影響は
避けられなく影響がある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない
【参考：昨年度の内容】
消防団員の活動に対する後援団体であり他に類似団体
は無い。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

消防団活動の後援という物心両面が目的であるが現在の状況で
は活動する補助金もぎりぎりの状態である。今後も活動内容につ
いて消防後援会連絡協議会と協議していきたい。現在の状況で
は削減の余地はない。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

現在、市後援会事務は消防局警防課消防団係で行なっている。
人件費は削減できない状況にあるが今後後援会と協議していきた
い。現在の状況ではこれ以上の削減や効率化ははかれない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内全域（７方面隊）の消防後援会で組織されている。補助金等も
全消防団員が参加する事業へ後援を行っているため、公平である
。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

消防団員は通常から本業の仕事を持ち、自らの地域、地元を守るといった共生・協働・共助の観点から火災、災害時に緊急出動
し消防団活動を行なっている。かねてから各種研修、訓練（新入団員、機関員、海難救助、山岳救助等）に参加し応急手当の普
及指導、市民への防火指導、特別警戒広報など地域における消防力、防災力の向上に努めている。今後もその活動が円滑に行
なわれる様に後援会一体となり、協力、支援を行なっていきたい。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

各地域における消防団活動支援など、この運営事業についての有効性、効率性など後援会連絡協議会と協議し検証していきた
い。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010201040302 消防後援会連絡協議会運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 757 757 757

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

757 757 757

0 0

0 0

0 0

0 0

757 757 757

計 757 757 757

当初予算 757 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 757 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010101040401 事務事業名 応急手当普及啓発事業
担当部 消防局

担当課 警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 救急救助係

### 基本事業名 04 火災予防・救急・救助活動の推進 内線番号 4511

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H 7 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 常備消防費 根拠法令・条例等 応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

指導回数 回 341 310 317 350 350

指導対象人員 人 10,403 9,000 8,705 10,500 10,500

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

霧島市民（中学生以上） 人 111,823 112,700 110,087 112,300 112,300

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

普通救命講習修了者 人 866 1,100 909 950 950

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

救急時に早期に救命救出がなされる 応急手当技術の普及率 ％ 9 8 8 10 10

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 219 219 206 219 219

千円 219 219 206 219 219

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 219 219 206 219 219

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

応急手当で一番の目的は｢命を救うこと｣です。命に直接関係する症状があれば、その症状に応じた手当を最優先します。救命を行う上で救急隊が
到着するまでの間にその場に居合わせた人が適切な応急手当を速やかに実施することの重要性を普及啓発するために、各種救命講習会の開催、
また、出前講座等において市民からの要請に対応します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・普通救命講習Ⅰ（3時間）　団体（事業所等）を対象　平日9時～17時　指定の場所にて開催
・定例普通救命講習（3時間）　個人及び小規模団体（事業所等）を対象　毎月25日　9時～正午　　消防局にて開催
・普通救命講習Ⅲ（3時間）　5月実施予定　　　
・上級救命講習(8時間）　　１月実施予定
・応急手当普及員講習(24時間）　10月実施予定
・応急手当普及員再講習及び応急手当指導員再講習　6月、10月実施予定

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 霧島市の人口(12歳以上に変更）

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
救急現場に遭遇した時、応急手当が
できるようにする。

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成5年に応急手当の普及啓発活動の推進に
関する実施要綱が制定された為、平成7年から
応急手当普及啓発活動実施要綱を定め、講習
会を開始した。講習内容も除細動が追加され、
マラソン大会等で除細動器（ＡＥＤ）を使用し社
会復帰事例がマスコミ等で大きく取り上げられた
事に伴い、受講者は毎年増加傾向にある。講習
会が開催されている事自体、知らなかったので
、広く周知して欲しいと住民からの要望があった
。ＡＥＤの公共施設への設置状況や、ＡＥＤの貸
し出し事業について質疑があった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

普通救命講習　　　　　64回　　　　   909名
応急手当普及員　　　　１回　　    　　 　8名　
応急手当講習　　　　 184回　　　　5,132名　
出前講座　　　　　　　　68回　　　 　2,658名　　　　
　　　　　　　　

昨年と比較し全体的に講習回数・受講者数共に若干減少したが、3時間
の普通救命講習受講者は講習回数・受講者数共に増加した。



0109010101040401 応急手当普及啓発事業
消防局

警防課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 日本赤十字社（有料）

☐ 消防職員のなかで指導員の資格をもった者による講習である。

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・コスト拡充 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
応急手当のできる市民が多くなることで、救急現場で救命処置が
行われ、市民の救命率が向上する。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

救急業務と関連が深く救急要請時に応急手当を指導することもあ
り、一人でも多くの応急手当講習の修了者を育成することは、市民
の安全を図る上で必要とされ、消防組織法により消防の費用負担
は市町村と定められており、税金の投入は妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
出前講座等の短時間講習等で、応急手当ての必要性を広く市民
に周知させ、しっかりと体得できる３時間の普通救命講習会を推奨
していく必要性がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
救急現場で救命処置等の応急手当ができる市民が少なくなること
や、これまでの受講者が応急手当の手順等を忘れてしまうことが
考えられる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

資機材は老朽化しており、成果を上げるためには機材の整備をし
なければならない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

応急手当指導員(医師、看護師等）や応急手当普及員(一般の人
で24時間の受講）の講習受講者に協力をいただき、講習会場に
派遣することで、消防吏員の勤務時間削減は可能であるが、指導
員・普及員への費用弁償等も考慮する必要がある。指導員・普及
員への費用弁償については設定していないが、職員の人件費より
高くなる可能性あり。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

各種講習会は、中学生以上の市民誰でも参加できるため、受益機
会の公平性については、問題ない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

各種講習会等で救命処置法を身につけ、救急現場に居合わせた時のいち早い応急処置を施すことが出来ることで、救命率が向
上することを随時伝える。
また、資器材についても更新していく必要がある。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

引き続き、各種講習会等で救命処置法を身につけ、救急現場に居合わせた時のいち早い応急処置を施すことが出来ることで、救
命率が向上することを随時伝える。
　また、応急手当普及員講習により市民の指導的立場の方を増やしさらなる普及啓発を目標とする。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010101040401 応急手当普及啓発事業
担当部 消防局

担当課 警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7

8

9

10

11 206 219 219

179 180 180

27 39 39

12 0 0 0

0

13

14

15

16

17 公有財産購入費

18 0

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

206 219 219

0

0

0

0

206 219 219

計 206 219 219

当初予算 219 区分 名称 金額

補正予算 0

流用・充用 ▲ 12

予算合計 207

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010101040403 事務事業名 救急・救助活動事業
担当部 消防局

担当課 警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 救急救助係

### 基本事業名 04 火災予防・救急・救助活動の推進 内線番号 4511

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H 7 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 常備消防費 根拠法令・条例等 消防組織法、消防法、消防力の整備指針

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

救急件数 件 5,786 5,300 5,682 5,900 5,900

救助件数 件 76 90 57 70 70

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

救急現場における傷病者 人 5,345 5,000 5,194 5,450 5,450

救助現場における傷病者 人 30 50 30 50 50

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

充実した観察及び処置がうけられる。 応急処置を受けた人員 人 5,345 5,000 5,194 5,450 5,450

安全かつ早期に救出される。 救助現場から救助された人員 人 30 70 30 50 50

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

救急時に早期に救命救出がなされる 応急手当技術の普及率 ％ 9 8 8 10 10

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 2,470 2,968 2,250 3,189 3,189

千円 2,470 2,968 2,250 3,189 3,189

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 2,470 2,968 2,250 3,189 3,189

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

救急業務を行う上で、必要な消耗品を整備することにより、市民を救命し、苦痛の軽減や症状の悪化防止を図ることができる。また、隊員の感染予
防も必要。詳細については、感染防護衣（救急隊員の感染症予防）、各種観察用モニター付属品等（傷病者の観察用）、気道確保資機材、薬剤、
心電図パッド等（傷病者の応急処置）などがある。また、傷病者の救命率の向上や後遺症の軽減及び地域医療支援を目的とするなかで平成23年
12月26日に鹿児島県ドクターヘリが運航を開始、早期の医療介入が図られている。

救助業務を行う上で、必要な消耗品を整備することにより、市民を各種災害から早期に安全に救出することができる。詳細については手袋、ゴーグ
ル、ヘッドライト（救助隊員の安全管理）、ロープ（隊員の安全確保並びに要救助者の救出）などがある。また、救助技術訓練や緊急消防援助隊訓
練等の様々な訓練等の参加、日常より訓練を行うことにより、隊員個々のスキル向上が図られ、迅速確実な現場活動、安全管理を図ることができる。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
市民及び霧島市内で発生した災害等による
傷病者

イ
市民及び霧島市内で発生した災害等による
傷病者

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

昭和３８年消防法改正に伴い、消防業務の中に
救急業務が明文化された。消防局の前身である
国分地区消防組合に昭和４２年救急車を配備し
救急業務を開始した。救急業務において、患者
観察装置を使用しての観察方法、救急救命士
による救命処置など応急処置法が充実してきた
。救急業務、救助業務において市民から感謝の
念が寄せられている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

応急処置消耗品　　 　49個
観察用消耗品　　　　　　5個
感染予防消耗品　　 　30個
鹿児島県消防救助技術指導会運営担当者検討会　　　 9名
鹿児島県消防救助技術指導会事前訓練　　　　　　　　　61名
第38回鹿児島県消防救助技術指導会　　　　　　　　　 　42名
緊急消防援助隊九州ブロック合同訓練（大分県）　　　  　7名　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

救急救助活動に対する消耗品を整備することで、市民への救命活動に
早期対応ができた。



0109010101040403 救急・救助活動事業
消防局

警防課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④
あらゆる災害から市民の生命身体を守ることができなくなる。

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

災害時に、市民を安心・安全または迅速に救出・救命できるように、引き続き救急救助活動に必要な消耗品を整備していく。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
年々増加する救急・救助出場での活動を行う上での消耗品を整
備することにより、あらゆる災害から市民を早期・安全に救出・救命
することができる。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

災害は何時、何処でどのような事が発生するのか予測不可能なた
め、あらゆる災害に対処できる資器材を装備及び整備しておくこと
が重要である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
救急救命士を増員（資格者を増やす）することと、救助隊員の専従
化が望まれる。
訓練には、訓練対象となるものが必要になるため、予算をかけず
に成果を上げるのは、困難である。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

救急救助活動には資器材が必要であり、これらは消耗品の部分
が多数あることから削減余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

現場活動はもとより、災害現場を想定した各種訓練等が必要とな
るため削減余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

災害は何時、何処でどのような事が発生するのか予測不可能なた
め市民全体に公平・公正と考える。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

災害時に、市民を安心・安全または迅速に救出・救命できるように、引き続き救急救助活動に必要な消耗品を整備していく。救助
訓練や緊急消防援助隊訓練なども引き続き参加し、様々な災害に対応すべく訓練を重ねる。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010101040403 救急・救助活動事業
担当部 消防局

担当課 警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7

8

9 223 1,000 1,000

10

11 1,701 1,688 1,688

1,650 1,637 1,637

51 51 51

12 190 278 278

73 73

0

190 205 205

13

14 21 70 70

15

16

17 公有財産購入費

18 0

19 115 153 153

20

21

22

23

24

25

26

27

28

2,250 3,189 3,189

0

0

0

0

2,250 3,189 3,189

計 2,250 3,189 3,189

当初予算 2,968 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 500

▲ 500

流用・充用 ▲ 12

予算合計 2,456

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010201040501 事務事業名 女性防火クラブ運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

### 施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

### 基本事業名 05 防災知識の普及啓発 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H 18 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 非常備消防費 根拠法令・条例等 特に無

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

防火研修会等活動回数 回 5 5 5 5 5

防火研修会等活動クラブ員数 人 161 167 161 167 169

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

女性防火クラブ員 女性防火クラブ員数 人 161 167 161 167 269

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

防火に関する知識、技術を習得する。 防火研修会等活動クラブ員数 人 161 167 161 167 169

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

％ 72 78 76 79 81

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 385 533 428 494 494

千円 385 533 428 494 494

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 385 533 428 494 494

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

市内にある国分地区内の女性防火クラブ１６団体に補助金を交付し運営を補助する。各クラブでの活動をとおして防災意識の高揚を図り地域自治
会、消防団と協力（年末警戒、火災予防週間時に火災予防広報、地区運動会時に子どもたちと一緒に防火ＰＲ、地区子ども会への防火教室、火災
現場等での水分補給等の支援）し、火災予防の推進を図っている。なお消防局での応急手当講習でＡＥＤと心肺蘇生法を組み合わせた救命措置
等を受講しクラブ員の救命技能や資質の向上に努めている。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
防災に対する正しい理解を深め、対応
力を高める。

防災に対する意識向上がなされた市民の割
合

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

市民の共生、協働の精神に基づく自主的な防
火防災活動を行う事により、火災その他災害に
おける被害の軽減、防止を図ることを目的とする
。防火、救命知識の普及、防火広報等の活動を
実施している。
近年、社会情勢や生活環境の変化によりクラブ
員が減少傾向にあるなかで、クラブ員は現在、
消防局で実施する応急手当講習等を受講し救
命措置等の技能の習得を図り、その他防災関
係機関への研修視察等を行い防災知識の向上
に努めている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

○火災予防活動（毎月）
　６月　霧島市女性防火クラブ総会
　７月　霧島市女性防火クラブ視察研修
１１月　秋季全国火災予防運動に伴う火災予防広報等
１２月　年末特別警戒参加
　１月　霧島市消防出初式（パレード参加）
　３月　春季全国火災予防運動に伴う火災予防広報等

※ 応急手当講習への参加（消防局で毎月第４日曜日午前中実施）

平成２７年度はクラブ数１６団体に運営補助金を年間１６，０００円づつ支
出した。平成２５年度から防火クラブ員を対象にした応急手当講習を実施
している。平成２７年度は消防局で毎月第４日曜日午前中に実施する応
急手当講習に参加していただき技能向上を図っている。なお年間を通じ
火災予防活動をされ、年末警戒など地元消防団と協力して火災予防広
報等を実施され火災予防に役立った。その他、同クラブから女性消防隊
へ入団されたクラブ員もおり個々の意識の高揚が図られ、今後の活動に
役立つことが期待される。



0109010201040501 女性防火クラブ運営事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 婦人防火協力会

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善・コスト拡充 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
各地域に密着した女性防火クラブ員が自主的に防火活動に参加
したり、救命講習等を受講し技能の向上を図ることは防災に対す
る正しい理解を深める事になり、火災や災害時における後方支援
活動等に威力を発揮することは事業の意図に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

女性防火クラブ員が各地域で自主的に防火防災意識の向上のた
めに活動し、火災予防知識、救命技術の習得をする活動等に市
が関与し本事務事業を行なうことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
今後も地域に密着した活動を実施し、地元消防団との協力連携を
図ることにより、より充実した活動が出来ることが期待される。現在
、クラブ員は消防局での応急手当講習を受講したり防災関係機関
への研修視察等に参加し、技能や知識の向上に努めている。この
ようなことから今後も成果の向上が期待される。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
各地域に密着した活動を実施されているので地域、自治会組織
での防火意識の向上、啓発推進という面でも影響が出ると考えら
れる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 上記団体は、霧島市全体を統括構成されている組織である。女性
防火クラブの組織は国分方面隊管内各１６部にある組織であり地
域が限定されており、構成単位が違うので統合はできない。 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

補助金は、これ以上は削減出来ない状態である。自主財源(会費
等)による運営も厳しい状況にあり、今後の活動を支援するため少
しでも補助金の増額が必要であると思われる。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

現在、事務局は消防局警防課で行ない、保険料、補助金交付関
係、研修企画等の事務を行なっている。現在、活動の活発化が図
られているところでもあり、これ以上の削減や効率化は図れない状
況にある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内の地域に密着した女性防火クラブが少ない助成金で自主的
に防火に関する活動を行うことにより、地域全体の防火意識の向
上につながっており公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

近年クラブ数、クラブ員が増えなく厳しい状況にあるなかで昨年度は、同クラブから数名のクラブ員が女性消防隊へ入団され、今
後の活躍が期待されているところである。今後も防災関係機関の研修視察、応急手当講習受講等の普及を図り、防火、救命知識
技能の向上を図っていきたい。また霧島市の各種行事等に参加し、防火活動をＰＲしていただきながら活動の幅を広げ、クラブの
活性化を図っていきたい。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

今後も地域に密着した火災予防活動を実施していただきながら活動の幅を広げ、地元消防団、自治会等と連携協力して地域の
防火防災意識の向上、クラブの活性化を図っていきたい。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0109010201040501 女性防火クラブ運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 128 160 160

0 0

0 0

0 0

128 160 160

13 0 0

14 44 62 62

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 256 272 272

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

428 494 494

0 0

0 0

0 0

0 0

428 494 494

計 428 494 494

当初予算 533 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 63 0

予算合計 470 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む


	H27 01-04-01-消防水利整備事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 01-04-01-消防団施設管理事業（非常備消防費）
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 01-04-01-消防団車両管理事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 01-04-01-消防団施設管理事業（消防施設費）
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 01-04-01-消防団車両更新事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 01-04-01-消防団施設整備事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 01-04-03-消防団運営事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 01-04-03-消防後援会連絡協議会運営事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 01-04-04-応急手当普及啓発事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 01-04-04-救急・救助活動事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H27 01-04-05-女性防火クラブ運営事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート


